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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第80期

中間会計期間
第81期

中間会計期間
第80期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

売上高 （千円） 4,290,031 3,622,849 8,482,953

経常利益 （千円） 545,110 310,244 1,030,392

中間（当期）純利益 （千円） 372,479 185,187 692,820

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） △13,074 △30,416 △50,431

資本金 （千円） 1,350,000 1,350,000 1,350,000

発行済株式総数 （千株） 14,000 14,000 14,000

純資産額 （千円） 7,424,993 8,082,554 7,849,899

総資産額 （千円） 10,151,885 9,891,765 10,230,003

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 33.58 16.48 62.45

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 33.17 16.26 61.67

１株当たり配当額 （円） 5.00 5.00 15.00

自己資本比率 （％） 72.5 81.0 76.1

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 294,096 △45,092 576,284

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △34,575 △76,930 △60,706

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △95,757 △18,677 △157,840

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 942,047 995,321 1,136,022

　（注）当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

 

２【事業の内容】

　　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1)財政状態及び経営成績の状況

　当中間会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善を背景に緩やかな回復基調で推移した一方、為替

変動や物価高騰に加えて、中東地域をめぐる情勢、欧米における高い金利水準の継続、そして中国における不動産

市場の停滞の継続に伴う影響等、海外景気の下振れリスクも懸念され、依然として先行き不透明な状況にありまし

た。

このような情勢のもと、当事業年度は、長期経営計画「Offensive120」における中期事業計画（2024年３月期か

ら2026年３月期まで）の２年目であり、『やり切る執念　次代へ挑戦　Offensive120』をスローガンに、売上・利

益の拡大、業務改善と生産性の向上、人的資本への投資、部門経営の高度化、社会貢献に取り組んでおります。

　農業機械事業におきましては、農家経営に対して深刻な影響を及ぼす肥料や飼料価格の高騰が続いており、農家

の投資マインドが低迷する厳しい市場環境の中、新製品の投入効果や国の環境政策「みどりの食料システム戦略」

に関連する有機肥料散布作業機等の土づくり関連作業機の伸長がありましたものの、畜産・酪農市場向けの牧草梱

包作業機等の売上が減少し、国内売上高は減収となりました。海外売上高につきましては、北米向けや南米向けの

新規市場への売上がありましたものの、欧州経済の足踏みや前年の韓国市場における値上げ前受注による反動もあ

り、減収となりました。農業機械事業全体の売上高は、前年同期比７億５百万円減少し33億77百万円（前年同期比

17.3％減）となりました。

　軸受事業におきましては、得意先からの受注増加により、売上高は前年同期比38百万円増加し２億45百万円（前

年同期比18.8％増）となりました。

　以上の結果、当中間会計期間の売上高は、前年同期比６億67百万円減少し36億22百万円（前年同期比15.6％減）

となりました。

　利益面におきましては、売上高の減少に加え、人件費の増加や製造原価高により、営業利益は前年同期比２億39

百万円減少し２億78百万円（前年同期比46.2％減）、経常利益は前年同期比２億34百万円減少し３億10百万円（前

年同期比43.1％減）、そして中間純利益は前年同期比１億87百万円減少し１億85百万円（前年同期比50.3％減）と

なりました。

 

a. 財政状態

（資産）

　当中間会計期間末における流動資産は62億11百万円となり、前事業年度末に比べ３億76百万円減少いたしまし

た。これは主に受取手形及び売掛金が４億33百万円、電子記録債権が１億88百万円それぞれ減少し、商品及び製品

が２億84百万円増加したことによるものであります。固定資産は36億80百万円となり、前事業年度末に比べ38百万

円増加いたしました。これは主に投資有価証券が52百万円増加したことによるものであります。

　この結果、資産合計は、98億91百万円となり、前事業年度末に比べ３億38百万円減少いたしました。

 

（負債）

　当中間会計期間末における流動負債は15億68百万円となり、前事業年度末に比べ５億98百万円減少いたしまし

た。これは主に電子記録債務が３億20百万円、未払法人税等が１億29百万円それぞれ減少したことによるものであ

ります。固定負債は２億40百万円となり、前事業年度末に比べ27百万円増加いたしました。これは主に繰延税金負

債が54百万円増加し、退職給付引当金が21百万円減少したことによるものであります。

　この結果、負債合計は、18億９百万円となり、前事業年度末に比べ５億70百万円減少いたしました。

 

（純資産）

　当中間会計期間末における純資産合計は80億82百万円となり、前事業年度末に比べ２億32百万円増加いたしまし

た。これは主に自己株式が58百万円減少し、利益剰余金が74百万円、その他有価証券評価差額金が53百万円それぞ

れ増加したことによるものであります。

　この結果、自己資本比率は81.0％（前事業年度末は76.1％）となりました。

 

b. 経営成績

　セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

　農業機械事業は、売上高33億77百万円（前年同期比17.3％減）、セグメント利益２億49百万円（前年同期比

50.8％減）となりました。

　軸受事業は、売上高２億45百万円（前年同期比18.8％増）、セグメント利益５百万円（前年同期は11百万円の

損失）となりました。
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(2)キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ１億40百万円

減少し、９億95百万円となりました。

　また、当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は45百万円（前年同期は２億94百万円の獲得）となりました。

　これは主に、税引前中間純利益２億88百万円及び売上債権の減少額５億74百万円がありましたものの、棚卸資産

の増加額３億51百万円及び仕入債務の減少額３億27百万円、法人税等の支払額１億95百万円などがあったことによ

るものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は76百万円（前年同期比122.5％増）となりました。

　これは主に有形固定資産の取得による支出79百万円や投資不動産の賃貸による収入11百万円などを反映したもの

であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は18百万円（前年同期比80.5％減）となりました。

　これは主に配当金の支払額１億10百万円や自己株式の売却による収入98百万円などを反映したものであります。

 

(3)経営方針・経営戦略等

　当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(4)優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありませ

ん。

 

(5)研究開発活動

　当中間会計期間における農業機械事業の研究開発活動の金額は、60,618千円であります。

　なお、当中間会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発
行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月８日）

上場金融商品取引所名又は登録認
可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 14,000,000 14,000,000

東京証券取引所

　スタンダード市場

名古屋証券取引所

　プレミア市場

単元株式数

100株

計 14,000,000 14,000,000 － －

(注)「提出日現在発行数」欄には、2024年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

当中間会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 　2024年６月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 　取締役（監査等委員を除く）　６

新株予約権の数（個）　※ 　234（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）　※
　普通株式 23,400（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）　※ 　１

新株予約権の行使期間　※
　自 2024年７月17日

　至 2054年７月16日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）　※

　発行価格   　  329（注）２

　資本組入額      165（注）３

新株予約権の行使の条件　※

(1)新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の

翌日から10日間に限り募集新株予約権を行使することがで

きる。

(2)新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使

することができる。

新株予約権の譲渡に関する事項　※
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の

承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項　※

当社が吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継

される場合または当社が完全子会社となる株式交換もしく

は株式移転を行い新株予約権が承継される場合には、当社

は、合併比率等に応じ必要と認める株式数の調整を行うこ

とができるものとする。

　※　新株予約権証券の発行時（2024年７月16日）における内容を記載しております。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株とします。

　　　２．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

　　　　　発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額（１株当たり１円）と付与日における新株予約権の公正な評

価単価（１株当たり328円）を合算しております。
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　　　３．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の資本組入額

　　　　　(１)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数

は、これを切り上げるものとします。

　　　　　(２)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(１)記載の資

本金等増加限度額から上記(１)に定める増加する資本金の額を減じた額とします。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　2024年４月１日～

　2024年９月30日
－ 14,000,000 － 1,350,000 － 825,877

 

（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名または名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

タカキタ持株会 三重県名張市夏見2828番地 1,933 17.12

株式会社クボタ 大阪府大阪市浪速区敷津東１丁目２番47号 660 5.84

タナシン電機株式会社 東京都世田谷区新町２丁目27-17　ＴＲＳ101 630 5.58

ヤンマーアグリ株式会社 岡山県岡山市中区江並428 580 5.14

株式会社南都銀行 奈良県奈良市橋本町16番地 538 4.77

株式会社三十三銀行 三重県四日市市西新地７番８号 484 4.29

タカキタ従業員持株会 三重県名張市夏見2828番地 430 3.81

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号　赤坂イン

ターシティAIR
347 3.08

井関農機株式会社 愛媛県松山市馬木町700番地 300 2.66

株式会社ヤハタ 大阪府八尾市新家町３丁目51 250 2.21

アグリテクノサーチ株式会社 兵庫県姫路市土山６丁目５番12号 200 1.77

日本ニューホランド株式会社 北海道札幌市中央区北一条西13丁目４番地 200 1.77

株式会社丸山製作所 東京都千代田区内神田３丁目４－15 200 1.77

計 － 6,754 59.80

　　（注）上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数は全て信託業務に係る株式数でありま

す。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,706,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,285,600 112,856 －

単元未満株式 普通株式 8,200 － －

発行済株式総数  14,000,000 － －

総株主の議決権  － 112,856 －

(注)「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株（議決権の数40個）含まれてお

ります。

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社タカキタ
三重県名張市夏見

2828番地
2,706,200 － 2,706,200 19.33

計 － 2,706,200 － 2,706,200 19.33

 

２【役員の状況】

　 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について
　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日

まで）に係る中間財務諸表について、アーク有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表】

（１）【中間貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当中間会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,136,022 995,321

受取手形及び売掛金 ※２ 1,390,397 956,831

電子記録債権 ※２ 1,846,467 1,657,849

商品及び製品 999,975 1,284,202

仕掛品 176,743 207,666

原材料及び貯蔵品 405,058 441,569

未収入金 ※１ 602,742 ※１ 646,257

その他 29,927 21,398

流動資産合計 6,587,336 6,211,096

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 900,870 881,192

機械及び装置（純額） 195,993 172,243

土地 559,638 559,638

その他（純額） 197,792 201,684

有形固定資産合計 1,854,294 1,814,759

無形固定資産 117,537 97,072

投資その他の資産   

投資有価証券 1,278,321 1,331,000

その他 393,067 438,391

貸倒引当金 △555 △555

投資その他の資産合計 1,670,834 1,768,837

固定資産合計 3,642,666 3,680,668

資産合計 10,230,003 9,891,765

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２ 280,557 268,477

電子記録債務 ※２ 1,034,286 713,547

短期借入金 70,000 70,000

未払法人税等 213,143 83,706

契約負債 8,891 681

製品保証引当金 34,780 26,459

賞与引当金 123,975 124,697

その他 ※２ 400,856 280,826

流動負債合計 2,166,491 1,568,396

固定負債   

退職給付引当金 21,101 －

役員退職慰労引当金 4,100 4,100

繰延税金負債 149,169 203,914

その他 39,241 32,799

固定負債合計 213,612 240,814

負債合計 2,380,103 1,809,210

 

EDINET提出書類

株式会社タカキタ(E01617)

半期報告書

 9/20



 

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当中間会計期間
(2024年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,350,000 1,350,000

資本剰余金 832,196 872,053

利益剰余金 5,806,774 5,881,024

自己株式 △850,692 △792,149

株主資本合計 7,138,278 7,310,928

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 647,021 700,025

繰延ヘッジ損益 271 △401

評価・換算差額等合計 647,292 699,623

新株予約権 64,328 72,003

純資産合計 7,849,899 8,082,554

負債純資産合計 10,230,003 9,891,765
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（２）【中間損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 4,290,031 3,622,849

売上原価 2,875,482 2,448,701

売上総利益 1,414,548 1,174,148

販売費及び一般管理費 ※ 895,731 ※ 895,192

営業利益 518,817 278,955

営業外収益   

受取利息 2 23

受取配当金 14,521 19,254

不動産賃貸料 11,512 11,398

その他 3,266 3,701

営業外収益合計 29,302 34,377

営業外費用   

支払利息 105 166

不動産賃貸原価 2,783 2,712

その他 120 210

営業外費用合計 3,009 3,089

経常利益 545,110 310,244

特別利益   

固定資産売却益 999 29

特別利益合計 999 29

特別損失   

固定資産廃棄損 130 1,365

投資有価証券評価損 － 20,007

特別損失合計 130 21,373

税引前中間純利益 545,980 288,900

法人税、住民税及び事業税 163,600 68,455

法人税等調整額 9,899 35,258

法人税等合計 173,500 103,713

中間純利益 372,479 185,187
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（３）【中間キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 545,980 288,900

減価償却費 119,096 111,084

投資有価証券評価損益（△は益） － 20,007

株式報酬費用 5,964 7,675

退職給付引当金の増減額（△は減少） △25,002 △21,101

製品保証引当金の増減額（△は減少） － △8,320

賞与引当金の増減額（△は減少） △10,338 722

受取利息及び受取配当金 △14,523 △19,277

支払利息 105 166

固定資産廃棄損 130 1,365

固定資産売却損益（△は益） △999 △29

売上債権の増減額（△は増加） △412,218 574,550

棚卸資産の増減額（△は増加） △402,496 △351,661

仕入債務の増減額（△は減少） 589,223 △327,429

未払消費税等の増減額（△は減少） △43,119 △32,859

その他 26,971 △112,059

小計 378,772 131,733

利息及び配当金の受取額 14,523 19,269

利息の支払額 △108 △175

法人税等の支払額 △99,090 △195,920

営業活動によるキャッシュ・フロー 294,096 △45,092

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △27,955 △79,516

有形固定資産の売却による収入 1,000 30

無形固定資産の取得による支出 △15,143 △5,340

投資不動産の賃貸による収入 11,512 11,398

その他 △3,988 △3,502

投資活動によるキャッシュ・フロー △34,575 △76,930

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の売却による収入 － 98,400

配当金の支払額 △88,695 △110,635

リース債務の返済による支出 △7,062 △6,441

財務活動によるキャッシュ・フロー △95,757 △18,677

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 163,763 △140,700

現金及び現金同等物の期首残高 778,284 1,136,022

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 942,047 ※ 995,321
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　   　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（中間財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

該当事項はありません。

 

（中間貸借対照表関係）

※１.  　うち、ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未収額

 
 

前事業年度
（2024年３月31日）

当中間会計期間
（2024年９月30日）

未収入金 563,063千円 610,321千円

 

※２.  　中間会計期間末日満期手形

　中間会計期間末日満期手形、電子記録債権および電子記録債務の会計処理については、手形交換日ま

たは決済日をもって決済処理をしております。なお、前事業年度末日が金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形、電子記録債権および電子記録債務が前事業年度末日残高に含まれております。

 
 

前事業年度
（2024年３月31日）

当中間会計期間
（2024年９月30日）

受取手形 5,878千円 －千円

電子記録債権 34,645 －

支払手形 1,045 －

電子記録債務 178,130 －

設備関係電子記録債務

（流動負債「その他」）
10,169 －

 

（中間損益計算書関係）

　※　販売費及び一般管理費の主な内容

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自 2023年４月１日
　　至 2023年９月30日）

当中間会計期間
（自 2024年４月１日
　　至 2024年９月30日）

支払運賃及び諸掛費 131,334千円 113,949千円

事務職員給料手当 263,932 260,183

賞与引当金繰入 49,465 50,931

退職給付費用 13,504 19,392

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 
前中間会計期間

（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

当中間会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

現金及び預金勘定 942,047千円 995,321千円

現金及び現金同等物 942,047 995,321
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月22日

定時株主総会
普通株式 88,750 ８ 2023年３月31日 2023年６月23日 利益剰余金

（注）2023年６月22日定時株主総会決議による１株当たり配当額には、創業110周年の記念配当３円を含んでおります

 

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年10月31日

取締役会
普通株式 55,468 ５ 2023年９月30日 2023年12月１日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月26日

定時株主総会
普通株式 110,937 10 2024年３月31日 2024年６月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年10月31日

取締役会
普通株式 56,468 ５ 2024年９月30日 2024年12月２日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2024年４月30日開催の取締役会において、ヤンマーアグリ株式会社を処分先とする第三者割当による

200,000株の自己株式の処分を行うことについて決議し、2024年５月17日に払込手続きが完了いたしました。こ

の結果、当中間会計期間において自己株式が58,542千円減少、資本剰余金が39,857千円増加し、当中間会計期間

末において自己株式が792,149千円、資本剰余金が872,053千円となっております。

 

（持分法損益等）

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当中間会計期間
（2024年９月30日）

関連会社に対する投資の金額 152,512千円 152,512千円

持分法を適用した場合の投資の金額 272,288 273,225

 

 
前中間会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

持分法を適用した場合の投資利益の金額 △13,074千円 △30,416千円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自2023年４月１日　至2023年９月30日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
合計

調整額

（注）１

中間損益計算書

計上額

（注）２ 農業機械事業 軸受事業

売上高 4,083,444 206,586 4,290,031 － 4,290,031

セグメント利益

又は損失（△）
508,090 △11,653 496,437 22,380 518,817

　　　　　　（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、鉄屑等のスクラップ売却代であります。

　　　　　　　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、中間損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当中間会計期間（自2024年４月１日　至2024年９月30日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
合計

調整額

（注）１

中間損益計算書

計上額

（注）２ 農業機械事業 軸受事業

売上高 3,377,505 245,343 3,622,849 － 3,622,849

セグメント利益 249,752 5,239 254,991 23,964 278,955

　　　　　　（注）１．セグメント利益の調整額は、鉄屑等のスクラップ売却代であります。

　　　　　　　　　２．セグメント利益は、中間損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

Ⅰ　前中間会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

（単位：千円）

 

報告セグメント

合計
農業機械事業 軸受事業

日本 3,634,032 206,586 3,840,619

アジア 332,376 － 332,376

欧州 101,327 － 101,327

その他 15,707 － 15,707

顧客との契約から生じる収益 4,083,444 206,586 4,290,031

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 4,083,444 206,586 4,290,031

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（単位：千円）

 

報告セグメント

合計
農業機械事業 軸受事業

日本 3,138,145 245,343 3,383,489

アジア 205,669 － 205,669

欧州 4,895 － 4,895

その他 28,795 － 28,795

顧客との契約から生じる収益 3,377,505 245,343 3,622,849

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 3,377,505 245,343 3,622,849

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
前中間会計期間

（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

当中間会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

(1）１株当たり中間純利益 33円58銭 16円48銭

（算定上の基礎）   

中間純利益（千円） 372,479 185,187

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間純利益（千円） 372,479 185,187

普通株式の期中平均株式数（株） 11,093,783 11,236,639

(2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 33円17銭 16円26銭

（算定上の基礎）   

中間純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 136,035 155,110

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益の算定に含めなかった潜在

株式で、前事業年度末から重要な変動があった

ものの概要

－ －
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　2024年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・56,468千円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・５円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・2024年12月２日

　（注）2024年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年11月８日

株式会社タカキタ

取締役会　御中

 

アーク有限責任監査法人

大阪オフィス

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 松本　芳和

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 辻　　是人

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タカキ

タの2024年４月１日から2025年３月31日までの第81期事業年度の中間会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記につい

て期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、株式会社タカキタの2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められ

なかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその

他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務諸

表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に

対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入

手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していない

と信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを

評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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